
１ 

 

令和５年度予算編成方針 

 

本市財政は，経常収支比率が 90％台後半で推移するなど，財政の硬直化が進行して久しい【別

紙１及び２参照】。また，令和４年度予算編成においては，令和３年度に続き，基金からの借入

れといった特例的な収支差対策を実施せざるを得ないなど，財源対策の余力も確実に低下してい

る。 

感染症の長期化，世界的な原油価格や物価高騰の影響等を見通すことは困難ではあるものの，

これまでの実績を踏まえた今後の財政見通しでは，令和５年度から令和14年度までの10年間の収

支差が約3,628億円であり，今後の本市の財政運営は，引き続き厳しさを増していくものと想定

される。歳入面においては，市税収入の緩やかな回復が見込まれる一方，普通交付税の減少によ

り，主要一般財源はほぼ横ばいで推移する見通しである。歳出面では，社会保障関係費はもとよ

り，公共施設の長寿命化対策費，大規模事業の本格化に伴う建設工事費等が増加していく見通し

であることに加え，感染症対策や高騰が続く物価対応等に一定規模の財政需要も覚悟しなければ

ならない。そのため，新たな仙台市役所経営プランに基づく行財政改革については，これまで以

上に推し進めていく必要がある。 

こうした状況にあっても，本市の未来を見据え，基本計画に掲げる『新たな杜の都』の実現に

向け，全庁一丸となり，「仙台」の魅力や活力の向上に挑戦し続ける必要がある。そのための施

策を着実に推進していくためにも，既存事業の見直しや財源創出の工夫の徹底など，歳出削減と

歳入確保の両面から持続可能な財政基盤の確立を図りながら，新たな時代に即した施策展開を図

っていく。 

以上を踏まえ，令和５年度予算編成は，以下の枠組みにより進めるので，各局区等の予算要求

における特段の協力をお願いする。 

 
１．予算重点配分経費 

令和５年度予算編成にあたっては，「デジタルで切り開く未来づくり」，「強みを発信し，次代

につなげるまちづくり」，「一人ひとりのニーズを汲み取り，活躍を支える仕組みづくり」，「変化

を的確に捉え，即応する体制づくり」を重点配分経費として区分する。要求上限額を設けず要求

を認めるので，重点配分の主旨に沿って，今後更に激しくなる都市間競争を見据え，持続的な都

市の活力創出に向けて真に効果を発揮する事業設計を熟慮し，厳選のうえ要求するものとする。

また，これらについては，議会における議論も踏まえ，施策に要する必要な経費を精査のうえ配

分する。 
 

２．その他の経費 

（１）義務的経費 

 人件費，法定扶助費，公債費，左記に準ずる特別会計繰出金，積立金及びこれらに準ずる義

務的経費については，法令上又は制度上削減が難しい経費ではあるが，過去の不用額の状況等

の再精査を踏まえた要求とし，所要額を精査のうえ配分する。 
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（２）変動経費 

 福祉施設整備費助成，地域施設整備，企業誘致助成，区画整理，学校建設，システム開発・

更新など，年度間の増減はあるものの各種計画等に基づき継続的に実施すべき事業に要する経

費については，別に示す変動経費に係る要求上限一般財源額の範囲内で，かつ，計画の見直し

やコスト縮減等により可能な限り抑制した上での要求とする。これら以外の経費については，

可能な限り経費を精査・圧縮したうえでの要求とする。 

なお，この区分に係る事業は，今後の予算総額に対する財源確保の見通しや収支不足の状況

によっては，要求上限一般財源額の範囲内での要求であっても，事業実施の緊急性等の観点か

ら年次計画や規模等の見直しについて再度検討を求めることがある。 

（３）一般経費 

 上記１及び２（１）（２）以外の経費の総額を一般経費とする。長期化する感染症等の影響

により厳しい行財政運営が継続する中，物価高騰などへの対応に加え，各局区等の主体的な歳

入創出や，事務事業の厳選重点化・効率化に向けた一層の取組を期するため，ゼロシーリング

を設定し，令和４年度当初予算における一般経費にかかる要求上限一般財源額の範囲内での要

求とする。 

各局区等においては，前述の課題認識を十分に踏まえ，局区等内全体としての財源配分調整

機能を発揮し，要求上限一般財源額を遵守のうえ要求するものとし，当要求区分においても精

査・査定のうえ配分する。 

なお，例年同様，財源創出の取り組みにより，一般財源効果額があるものについては，別途

示す基準により要求上限一般財源額へ上乗せするとともに，創出された財源を充当した事業に

ついても一定の配慮を行うこととする。 

 

３．歳入確保とトータルコストの抑制等 

「仙台市役所経営プラン」に定める通り，市税等の収納率向上はもとより，国及び県支出金の

最大限の活用や，既存資源の有効活用等による財源創出に取り組むなど，引き続き，歳入確保策

の徹底を図ることとする。また，歳出面においても，超過勤務縮減の視点も踏まえた人件費の抑

制や，効果的な事務事業の見直しによる更なるコスト縮減を図ることとする。 

なかでも，下記の点については特に精査・検討を行い，スクラップアンドビルドの視点を持ち，

既存事業の改廃及び優先順位の再点検を図るなど，これまで以上に歳入歳出両面にわたる積極的

な取組を推進されたい。 

  ・現場の課題・行政ニーズに立脚した，新たな発想や手法による施策の立案 

  ・データの更なる活用など客観的根拠に基づく事務事業の再構築 

  ・地域経済活性化の視点に十分配慮した施策の立案・推進 

  ・本市所有資産の再点検と，未・低利用資産の売却・貸付等 

 

４．その他 

 予算の要求にあたっては，国の令和５年度概算要求の状況も踏まえ，国や県からの積極的な財

源獲得に努めるとともに，複雑・多様化する行政ニーズや政策課題に的確に対応するため，局区

間の充分な連携・調整を図られたい。また，適切な予算執行を確保する観点から，改めて関係法

令等を遵守徹底するとともに，別途通知する予算編成要領に基づき要求を行われたい。 



別　紙　１

歳入決算額の推移（普通会計ベース）

　　　　　○政令指定都市移行から平成10年頃まで

　　　　　○平成11年頃から平成22年度まで（震災前）

　　　　　○平成23年度以降

　　　　　○令和２年度から令和３年度まで

・全国的な好景気を背景とした市税の増加傾向は，平成3年頃のバブル崩壊以降も国の積極的な景気浮
揚対策などに支えられて，本市では平成9年度まで継続。
・国の景気浮揚対策による積極的な公共事業の実施に伴い市債は高水準を継続。

・市税は，平成9年度をピークに減少に転じた。その後国の金融緩和政策などによる輸出関連産業を中心と
した好景気により一旦は増加に転じたが，平成20年頃のいわゆるリーマンショックにより再び減少に転じた。
・平成11年頃から，全国的な景気の低迷により，市税，地方交付税を始めとした主要一般財源は今日まで
頭打ちの状況が継続。なお，平成13年度に，国における地方交付税の財源不足のため，代替措置として臨
時財政対策債が創設され，以降地方交付税からの振り替わりの傾向が強まっている。
・平成16年度から18年度にかけて，地方税財政制度に係る三位一体改革が行われた。経済情勢の影響等
もあり単純な評価は難しいが，本市では，市税の増収以上に国庫補助負担金及び地方交付税が減額。特
に平成20年度においては，財源不足による大幅な基金取崩しを余儀なくされ，平成21年度予算編成では，
財源確保のため都市整備基金及び市庁舎整備基金を廃止し財政調整基金に編入する事態に至った。

・東日本大震災への対応のための国からの復興交付金や震災復興特別交付税の交付により，市の財政規
模が大幅に増加。
・平成29年度より県費負担教職員権限移譲に伴い，新たに県民税所得割臨時交付金等が増加。

・新型コロナウイルス感染症への対応のための国や県からの交付金や補助金の交付により，市の財政規模
が大幅に増加。
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別　紙　２

歳出決算額と経常収支比率の推移（普通会計ベース）

　　１．歳出決算額
　　　　　○政令指定都市移行から平成10年頃まで

　　　　　○平成11年頃から平成22年度まで（震災前）

　　　　　○平成23年度以降

　　　　　○令和２年度から令和３年度まで

　　２．経常収支比率

・政令指定都市移行後の様々な都市基盤整備推進に伴い，投資的経費が増加するとともに，その財源とし
て発行した市債の元利償還も少し遅れて増加。業務増等により人件費も増加。
・扶助費は，高齢化の進展等により増加。

・人件費は行財政改革計画に基づく人員削減等により横ばい。
・扶助費は高齢化の更なる進展等により確実に増加を続けた。
・公債費は投資的経費の縮減により横ばい，減少に転じたが，普通交付税の振り替わりとしての臨時財政
対策債の導入により，全体としては横ばい。
・これらに対応して，主要な政策的経費であった投資的経費を縮減せざるを得ない状況が継続し，平成22
年度の投資的経費はピークであった平成10年度の約3分の1にまで減少し，公共施設の老朽化対応も遅れ
気味になるなどの課題も発生。

・財政構造の弾力性を示す経常収支比率については，扶助費などの経常的な支出の増加に伴い，平成元
年以降，上昇傾向が続いており，財政状況が硬直化している。

・東日本大震災への対応のため，投資的経費やその他の経費を中心に市の財政規模が大幅に増加。
・平成29年度より県費負担教職員権限移譲に伴い人件費等が増加。

・新型コロナウイルス感染症への対応のため，補助費や扶助費を中心に市の財政規模が大幅に増加。
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令和４年９月  

 

財政見通しと対応の方向性について 

 
新型コロナウイルス感染症の長期化，世界的な原油価格や物価高騰の影響などにより厳しい財政

状況が見込まれるなか，本庁舎建替え，音楽ホールと中心部震災メモリアル複合施設の整備といっ

た大規模事業の実施が見込まれており，本市財政に与える影響を踏まえた今後の収支状況を把握す

るため，現時点において一定の条件に基づき，令和 14 年までの財政見通しについて試算を行った。 

なお，これまでは精度の観点から３か年の試算としていたが，大規模事業の整備費や公債費など

が本市財政に与える中長期的な影響を踏まえた見通しを把握するため，10 か年の試算を行った。 

 

１ 財政見通し  

（１）令和４年度 

令和４年６月補正予算まで，３月に発生した福島県沖を震源とする地震被害，長期化する感染症，

世界的な原油価格や物価高騰等への対応に加え，地域経済の回復等を迅速かつ的確に進めるため，

必要となる財源を確保してきた。第３回定例会以降においても，国費等を最大限に活用しながら，

今後の対策に必要な予算を計上する方針。 

一方で歳入面では，市税収入等の主要一般財源は当初予算額から一定持ち直す見込みであり，そ

の結果，決算に向けた収支差は約 13 億円程度改善する見通しではあるが，感染症の発生前の状況

までは至っていない。 

 

（２）令和５年度以降 

歳入面では，感染症の影響は不透明な状況であるが，内閣府の経済見通しを踏まえると，市税収

入は緩やかに回復していく一方で，連動する形で普通交付税は減少し，主要一般財源はほぼ横ばい

で推移する見通しである。 

歳出面では，本格的な少子高齢社会の到来等に伴う社会保障関係経費のほか，公共施設の長寿命

化対策に要する経費，大規模事業の本格化に伴う建設工事費等が増加することに加え，長期化する

感染症の拡大防止や高騰が続く物価への対応等に一定程度の経費が必要となる見込みである。 

その結果，令和５年度から令和７年度までの３年間の収支差は873億円前後（平均291億円／年），

令和14年度までの10年間の収支差は約3,628億円前後（平均363億円／年）となる見通しである。 

 

＜令和５年度以降の主な歳入の見通し＞ 

○市税収入は，地域経済の回復が不透明であるものの，内閣府の経済見通しを考慮すると，緩やか

に回復していく見通し。 

○地方交付税のうち，普通交付税は，市税収入等の推移と連動して減少する見通し。  

○市債は，公共施設の老朽化対応を含む普通建設事業の進捗等と連動して推移する見通し。 

○その他のうち，復興事業に要する震災復興基金繰入金は，事業の進捗に伴い減少する見通し。 

 

＜令和５年度以降の主な歳出の見通し＞ 

○人件費は，横ばいからやや増加傾向となる見通し。（定年延長の実施については，今後，具体の

制度設計を行う予定であるため，その影響は見込んでいない） 

○扶助費(低所得者・障害者・高齢者・児童等に対する各種支援費用)は，生活保護費や，高齢化の更なる進行

等による社会保障関係費が増加し続ける見通し。 

 

＜参考資料＞ 
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○公債費(学校，道路等の公共施設整備の際の借入金の返済費用)は，臨時財政対策債の償還や震災以前の普

通建設事業の抑制傾向，大規模事業の進捗等の要素と連動して推移する見通し。 

○投資的経費は，公共施設の長寿命化対策や更新を計画的に進めることに加え，大規模事業の実施

により増加する見通し。 

○繰出金(国民健康保険事業，介護保険事業，後期高齢者医療事業等に要する費用)は，高齢化の進展や医療費の

増加等により増加する見通し。 

○上記以外の項目については，感染症対策や復興事業等に関連した特殊要因を除くと概ね横ばいで

推移する見通し。 

 

＜収支差の推移＞                                 単位:億円 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 

+13 

(△319) 
△254 △287 △332 △308 △326 △388 △404 △434 △444 △451 

前回（１月推計時）収支差  R4：0（△316）  R5：△300  R6：△312 R7：△357 

※４年度（ ）は財源対策の状況。今回数値については，当初予算の財源対策（316 億円）に令和４

年６月補正予算までの財源対策（３億円）を加えたもの。 

 

【歳入】                                    単位:億円 

  ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 11 年度 14 年度 

 1  市     税 2,217 2,267 2,290 2,321 2,340 2,326 

 2  譲与税・交付金 430 429 419 433 436 436 

 3  地方交付税 242 154 143 121 110 111 

 4  国・県支出金 1,588 1,297 1,304 1,315 1,330 1,386 

 5  市     債 580 628 644 577 550 469 

 6  そ  の  他 1,031 682 696 697 615 586 

  歳入合計 6,088 5,457 5,496 5,464 5,381 5,314 

 

【歳出】                                    単位:億円 

  ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 11 年度 14 年度 

 1  人  件  費 1,219 1,227 1,237 1,237 1,227 1,232 

 2  扶  助  費 1,307 1,314 1,328 1,345 1,448 1,568 

 3  公  債  費 599 601 600 635 645 585 

   義務的経費  計  3,125 3,142 3,165 3,217 3,320 3,385 

 4  普通建設事業費 665 685 769 713 664 531 

 5  災害復旧費 35 10 10 10 10 10 

   投資的経費  計  700 695 779 723 674 541 

 6  補 助 費 等 436 333 327 328 314 314 

 7  投資及び出資金 27 40 49 57 45 45 

8  繰  出  金 355 361 366 374 401 427 

 9  そ  の  他 1,432 1,140 1,097 1,097 1,031 1,053 

  歳出合計 6,075 5,711 5,783 5,796 5,785 5,765 
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２ 大規模事業 

本庁舎などの老朽化した施設の建替えや改修，音楽ホールの整備といった大規模事業は，市民

サービスの向上につながることはもとより，本市の魅力や活力を生み出すまちづくりへの投資で

あるため，新型コロナウイルス感染症の長期化，世界的な原油価格や物価高騰等により厳しい財

政状況が続く中にあっても，厳選重点化等を図りながら，計画的に進めていくことが必要である。 

 

＜主な大規模事業の概算事業費等＞ 

 インフラ整備や施設の長寿命化改修を除き，概算での総事業費が現時点で見えている主な大規模

事業の総事業費や財源等は下記のとおり。 

 

◎本庁舎建替え（H29～R12） 

 総事業費：472 億円 

（市債：305 億円 繰入金：156 億円 一財：11億円） 

 

◎青葉山公園整備（R2～R8） 

  総事業費：39 億円 

（国：16億円 市債：19 億円 一財：４億円） 

 

◎仙台城跡整備（現事業計画期間分）（R3～R12） 

  総事業費：13 億円 

（国：５億円 繰入金：６億円 一財：２億円） 

 

◎八木山動物公園再整備（R3～R21） 

 総事業費：97億円 

（市債：72 億円 一財：25 億円） 

 

◎泉区役所建替え（R8～R9） 

  総事業費：83 億円 

（市債：62 億円 繰入金：21 億円） 

 

○都心再構築プロジェクト 市街地再開発事業・建替え促進助成（時期調整中） 

  総事業費：200 億円程度 ※現段階での見込み 

（本市負担額（一般財源と繰入金）：10億円程度） 

 

○音楽ホール・中心部震災メモリアル拠点複合施設整備（時期調整中） 

  総事業費：237 億円程度 ※平成 27年度に実施した音楽ホール基礎調査等の段階での概算額 

（本市負担額（一般財源と繰入金）：78億円程度） 
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＜投資的経費における本市負担額の推移＞  

令和４年度から 13 年度までの投資的経費における本市負担額（一般財源と繰入金）は，120

億円から 190 億円程度で推移する見込み。 

 

期間中の市債発行額：4,348 億円 

 

＜投資的経費のうち主な大規模事業における本市負担額の推移＞  

下記のとおり，令和７年度から令和９年度にかけて，本市負担額が大きく増えることが見込ま

れる。 

単位：億円

大規模事業 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 計

本庁舎建替え(H29～R12) 8 4 18 25 41 59 4 2 1 162

青葉山公園整備(R2～R8) 1 0 0 0 0 1
仙台城跡整備(現事業計画期間分）
(R3～R12) 0 1 1 1 1 1 1 1 1 8

八木山動物公園再整備(R3～R21) 0 1 0 4 3 2 2 1 0 3 2 24

泉区役所建替え(R8～R9) 20 1 21

小計 9 6 19 30 65 63 7 4 2 3 2 216  

期間中の市債発行額：425 億円 

 
※上記のほか，都心再構築プロジェクト（10 億円程度），音楽ホール・中心部震災メモリアル複合

施設整備（78億円程度）においても，別途本市負担が見込まれる。 
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３ 対応の方向性（今後の財政運営の方向性） 

大規模事業は，本市の魅力や活力を生み出すための未来への投資であるため，着実な推進が求め

られる。そのためには，将来にわたり持続可能な財政運営の堅実性を確保することが必要であり，

下記の歳入歳出両面におけるあらゆる方策を講じ，対応を図ることとする。 

 

○歳入面での対応 

・地域経済の早期回復や，長期的視点を踏まえた成長促進による税源涵養 

・仙台市役所経営プランに基づく，市税や保険料等に係る債権管理の適正化と更なる収納率向上 

・国からの財政支援，基金や交付税措置がある有利な市債などの最大限の活用 

・ネーミングライツなどによる民間資金の獲得 等 

 

○歳出面での対応 

・仙台市役所経営プランに基づく，事務事業の見直しや効率化の徹底 

・公共施設総合マネジメントプランに基づく施設の長寿命化 

 ・大規模事業における，計画段階からの実施内容の精査による全体事業費の圧縮 

・大規模事業の事業期間における，年度間の調整による財政負担の平準化 

・施設の複合化などによるコスト削減 

・ＰＦＩによる施設の整備・運営など，民間活力導入の検討 等 



（参考資料）

（単位：億円）
（１）概要

○普通会計ベース・事業費ベースで作成。
○歳入については，現行の税財政制度を前提とし，感染症の影響等を考慮して試算。
　特定財源は歳出見通しとの連動等を反映して試算。
○歳出については，現在のサービス水準の維持を基本とし，感染症対策や復興関連事業については
　事業費の積上げを行い，その他については過去のトレンド等を踏まえて試算。
○仙台市役所経営プランに基づき今後実施される行財政改革の取組みによる効果額は算入していない。

（２）歳入

市税・譲与税等
・市民税は，内閣府の経済見通しにおける経済成長率を基に仙台市の実績を踏まえ試算

4年度試算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

1,116 1,135 1,151 1,169 1,184
（参考：内閣府の経済見通し等を参考とした経済成長率）

　　５年：2.0％　６年：1.9％　７年：1.8％

・固定資産税は，評価替えや地価の動向，課税対象の増減等を考慮して試算
4年度試算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

784 812 821 834 831
・地方譲与税・交付金は，過去増減率等により試算

4年度試算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

430 429 419 433 436
地方交付税・臨時財政対策債

・普通交付税は，４年度予算額を基本として，地方交付税総額の見込みや市税収入の動向等を考慮
　して試算

4年度試算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

242 154 143 121 111
・臨時財政対策債は，地方交付税総額の見込みを考慮して試算

4年度試算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

149 175 163 136 124
国・県支出金

・扶助費，普通建設事業費等の増減に連動して個別に試算
（扶助費に係るもの）

4年度予算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

876 874 880 886 994
（普通建設事業費に係るもの）

4年度予算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

103 117 122 121 88
市債

・事業費の増減に連動して個別に試算
（普通建設事業費に係るもの）

4年度予算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

380 388 440 395 303
その他

・４年度予算額を基本としつつ，感染症の影響等を考慮して試算

財政見通しにおける試算の主な内訳について



（３）歳出
人件費

・４年度の職員数を基本とし，職員数の増減や定年退職にかかる退職手当の推移等を勘案して試算
　（定年延長による影響は，今後具体の制度設計を行う予定であるため未反映）

項目 4年度予算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

人件費 1,219 1,227 1,237 1,237 1,232
扶助費

・４年度予算額を基本としつつ，感染症の影響や過去のトレンド等により試算
・子ども医療費助成については，令和5年4月より所得制限の撤廃を予定

項目 4年度予算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

扶助費 1,307 1,314 1,328 1,345 1,568
公債費

・過去の市債発行実績や今後の発行見込等に基づき試算

普通建設事業費

項目 4年度予算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

普通建設事業費 665 685 769 713 531
災害復旧費

・４年度予算額を基本としつつ，過去のトレンド等により試算
項目 4年度予算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

災害復旧費 35 10 10 10 10
補助費等

・４年度予算額を基本としつつ，感染症の影響や過去のトレンド等により試算
（主な事業）

事業名 4年度予算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

下水道事業 68 66 66 67 67
自動車運送事業 28 29 28 27 22
病院事業 19 20 20 20 18
復興交付金返還金 13 0 0 0 0

繰出金

（主な事業）
事業名 4年度予算 5年度試算 6年度試算 7年度試算 14年度試算

国民健康保険事業 92 90 87 87 93
介護保険事業 135 138 142 145 175
後期高齢者医療事業 111 116 120 125 141

その他
・４年度予算額を基本としつつ，過去のトレンド等により試算

・４年度予算額を基本としつつ個別計画等により可能な範囲で積み上げ，その他は過去のトレンド等により試算

・国民健康保険，介護保険等各特別会計への繰出金を，過去の実績などを参考として個別に積上げて試算


